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概要 

本研究開発では、セルラネットワークのシステム容量を拡大することを目的として、近年技術革新が進んでいるミリ波

デバイスを用いたミリ波超ブロードバンド基地局を従来のセルラネットワークに融合するミリ波ヘテロジニアスネット

ワーク（HetNet）の研究開発を行った。このミリ波 HetNet のシステム設計、国際標準化を実施するとともに、システ

ムシミュレーションによる性能評価および試作装置による概念実証を実施して提案技術の有効性を示した。 
 
１．まえがき 

スマートフォンに代表されるモバイル機器、および、ネ

ットワークを利用するサービスの急増に伴い、モバイルデ

ータトラフィック量は指数関数的に増加を続けており、セ

ルラネットワークにおけるシステム容量の大幅な拡大が

求められている。本研究開発では、近年技術革新が進んで

いるミリ波デバイスを用いたミリ波超ブロードバンド基

地局を従来のセルラネットワークに融合するミリ波ヘテ

ロジニアスネットワーク（HetNet）によって、実用的な

コストでかつ利便性を失うことなくセルラネットワーク

のシステム容量を大幅拡大することを目指した。具体的に

は、ミリ波 HetNet を構成する①システムアーキテクチャ、

②バックホール／フロントホール回線、③アクセス回線、

④動的リソース制御についてそれぞれ検討を行い、前記の

検討を取り入れた実証システムを開発した。また、提案技

術の国際標準化を実施した。本研究開発は戦略的国際連携

型研究開発推進事業のもと、我が国のみならず欧州の研究

機関や通信事業者・ベンダーとも連携して推進した。 
 

２．研究開発内容及び成果 
本研究開発では、以下の研究開発を推進した。 

①システムアーキテクチャ構築 

ミリ波による超高速通信技術を、小セル基地局と端末と

を結ぶアクセス回線に用いるシナリオに加え、小セル基地

局と収容局とを結ぶバックホール／フロントホール回線

に用いるシナリオも想定したうえで、図 1 に示すアーキテ

クチャを構築した。従来のマクロ基地局のカバレッジにミ

リ波を含む小セル基地局をオーバーレイし、それらがバッ

クホール／フロントホールを介して頭脳であるクラウド

RAN(C-RAN)に接続されている。バックホール／フロン

トホールをワイヤレスで構成することで、敷設コストを削

減できる。アクセス回線においては、接続性が重要な制御

信号はマクロ基地局が担当し、通信レートが重要なユーザ

データは可能な限り小セル基地局が担当するデータ／制

御分離方式を採用する。データ／制御分離方式と C-RAN
連携によってシステム全体を統合運用することで、端末お

よび基地局の消費電力を削減しつつシステム全体の性能

を最大限に引き出すことが可能となる。 

 
図 1 ミリ波 HetNet 全体アーキテクチャ 

 
②バックホール／フロントホール回線 

複数のセルを密に連携するため、複数セルのベースバン

ド信号処理機能を C-RAN に設ける BBU に集約し、無線

送受信機能を持つRRHを各セルに設置する光張り出し方

式を想定した。BBU と RRH を結ぶフロントホールでは

ベースバンド信号（CPRI データ）が伝送されるが、ミリ

波回線では無線帯域幅の制限があるため CPRI データの

圧縮が不可欠である。そこで、ダウンサンプリング処理と

非線形量子化処理を組み合わせた、圧縮率 1/2 の CPRI デ
ータ圧縮法を考案した。この圧縮法を ETSI 標準化に提案

し、ETSI ORI Rel-4 において標準仕様に採用された。 

③アクセス回線 
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ミリ波を用いる基地局では、ミリ波帯の伝搬特性により

従来のマクロ基地局と比較してカバレッジが狭くなり、端

末のモビリティ性能の確保が課題となる。そこで基地局と

端末間の通信を制御信号とユーザデータとに分離するデ

ータ／制御分離方式を検討した。制御信号をカバレッジが

広いマクロ基地局を介して提供しつつ、ユーザデータはミ

リ波を用いた小セル基地局を介して提供することで超高

速データ通信を実現できる。3GPP LTE で構築したマク

ロ基地局のカバレッジに、60GHz 帯ミリ波を用いる

WLAN 規格である IEEE802.11ad（WiGig）による小セ

ル基地局をオーバレイすることを想定した詳細検討を行

い、3GPP の Rel.13 において LTE と WLAN を連携する

ためのデータ／制御分離方式の標準化に貢献した。また、

ミリ波小セル基地局が密に配置された環境におけるミリ

波小セル基地局選択手法およびハンドオーバ法を考案し、

シミュレーション評価により有効性を確認した。 

④クラウド連携動的リソース制御 

実測に基づくミリ波チャネルモデル、動的トラヒックモ

デル、および基地局電力消費モデルを導入して、LTE マ

クロ基地局と WiGig 小セル基地局から成るシステムレベ

ルシミュレータを開発した。また、システムレートを最大

化するセルの選択方法や、QoE と電力消費を考慮するセ

ルの動的 On/Off 制御方法についてアルゴリズムおよびプ

ロトコルを考案し、前述のシステムレベルシミュレータを

用いて性能評価した。提案するセル選択技術を用いること

で、目標とする 1000 倍のシステムレートを達成できるこ

とを明らかにした（図 2）。 

 
図 2 小セル基地局数に対するシステムレート向上 

 
⑤ハードウェア試作と実証実験 

②で開発した CPRI データ圧縮方式や、③で開発した

LTE と WiGig とのデータ／制御分離方式をハードウェア

実装し、その有効性を実証した。さらに、日欧のパートナ

ーと連携して①で定めたミリ波 HetNet アーキテクチャ

全体を概念実証（PoC）するテストベッドを構築し（図3）、
デモンストレーションを行った。 

 
図 3 日欧共同テストベッド 

 

３．今後の研究開発成果の展開及び波及効果創出へ

の取り組み 

今 後 は IEEE802.11ad の 拡 張 仕 様 で あ る

IEEE802.11ay の標準化、および、3GPP における Rel.14
以降の第 5 世代セルラネットワーク（5G）の標準化に貢

献してゆく。本研究開発は、 5G にミリ波帯を活用するこ

とを提唱した先駆的プロジェクトであり既に他の多くの

研究開発に影響を与えている。例えば EU のプロジェクト

である MiWaveS や mmMAGIC においては、本研究開発

の成果が活用され伝搬モデルの構築や通信プロトコルの

開発が行われている。また 2016 年度から始まる日欧連携

プロジェクト（5G-MiEdge）では、2020 年の導入を目指

して研究成果の拡張が行われる予定である。本研究開発で

は、日欧のパートナーとその関連機関が連携した活動を行

うことで、ミリ波を活用したセルラネットワークの地盤を

構築し、ミリ波技術の未来の創出を行ってきた。今後はこ

れまでミリ波技術を培ってきた我が国の研究者やメーカ

を後押しし、またオペレータや国の協力を経て我が国のミ

リ波技術の実用化を支える予定である。 

 

４．むすび 
本研究開発の主題であるミリ波を活用するセルラネッ

トワークを実現することにより、現状の 100 倍以上の通

信速度と現状の 1000倍以上のシステム容量を実現するこ

とが可能となり、スマートフォンやタブレット端末を日常

的に使用している国民生活や社会経済は引き続き発展す

るものと思われる。しかしミリ波を活用するセルラネット

ワークの真の実力は、それを活用した新しいアプリケーシ

ョンの創出にある。この新しいアプリケーションの一つと

して期待されている自動車やドローンの自動運転は国民

生活や社会経済を飛躍的に向上させると予測される。  
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